
働
き
方
改
革
は﹁
正
念
場
﹂

東
京
都
中
小
建
設
業
協
会
会
長

渡
邊
　

裕
之

人
材
確
保
に
注
力

生
き
残
り
へ
の
第
一
段
階

東京都中小建設業協会通常総会

渡邊会長が再任

も
し﹁
上
限
規
制
﹂が
江
戸
時
代
に
導
入
さ
れ
た
ら

仕事がたまって
「しょうがない」

私たちは役立つ活動を行っています
都
中
建
か
ら
の
お
知
ら
せ

渡
邊
会
長
が
国
土

交
通
大
臣
表
彰

主
要
記
事

学生と企業どうしたら「両思い」（２面）

能登半島地震で炊き出し　　　（２面）

総合評価　事務所と局で配慮を　（３面）

会　報　都　中　建（　　） 第３４２号 ２０２４年（令和６年）９月１日　（日曜日）

大
き
な
変
革
と
位
置
づ
け
た
時
間
外
労
働
の

上
限
規
制
へ
の
関
心
は
根
強
い

　
都
中
建
総
会
の
記
念
講
演
会
に

は

銀
行
員

警
備
会
社
の
サ
ラ

リ

マ
ン
か
ら
落
語
家
に
転
じ
た

参
遊
亭
　
遊
助
さ
ん
が
登
場

中

小
企
業
が
直
面
す
る

時
間
外
労

働
の
上
限
規
制
な
ど
働
き
方
改
革

が

﹁
も
し
江
戸
時
代
に
起
き
た

ら
﹂
を
テ

マ
に
創
作
噺
を
披
露

し
た

幕
府
が
進
め
る
﹁
５
勤
２

休
﹂
に
直
面
す
る
職
人
か
ら
は

﹁
仕
事
が
た
ま

て
し

う
が
な

い
﹂
﹁
掟
破
り
も
承
知
﹂
な
ど
本

音
も
交
え

大
組
織
と
町
民
の
取

り
組
み
に
差
が
あ
る
こ
と
を
コ
ミ

カ
ル
に
伝
え
た


都
中
建
Ｈ
Ｐ

Ｑ
Ｒ
コ

ド

　
都
中
建
で
は

▽
証
明
書
発
行
▽

人
材
確
保
・
育
成
▽
情
報
提
供
▽
そ

の
他
｜
な
ど

役
立
つ
活
動
を
行


て
い
ま
す


　
会
員
に
は

東
京
都
と
の
災
害
協

定
締
結
証
明
書
や

特
定
技
能
外
国

人
受
け
入
れ
に
係
る
証
明
書
発
行
の

ほ
か

都
中
建
ホ

ム
ペ

ジ
に
採

用
情
報
も
掲
載
で
き
ま
す


　東京都中小建設業協会の渡邊裕之会長
（渡邊建設代表取締役）が、令和６年建設
事業関係功労者等国土交通大臣表彰を受賞
した。７月日に同省階共用大会議室で
表彰式が開かれた。

　
今
年
は
元
旦
早
々
能
登
地

方
で
大
震
災
が
発
生
し

改

め
て
大
地
震
の
恐
ろ
し
さ
を

認
識
す
る
と
と
も
に

発
災

時
に
お
け
る
初
動
対
応
や
そ

の
後
の
復
興
に
向
け
た
中
小

建
設
業
界
の
役
割
に
つ
い
て

改
め
て
考
え
さ
せ
ら
れ
る
こ

と
と
な
り
ま
し
た


　
都
中
建
で
は

会
員
の
み

な
さ
ま
に
対
し
て
募
金
の
お

願
い
を
行
う
と
と
も
に

４

月
に
は
石
川
県
穴
水
町
に
お

い
て
炊
き
出
し
を
行
う
な

ど

協
会
と
し
て
で
き
る
限

り
の
こ
と
を
さ
せ
て
い
た
だ

い
た
と
こ
ろ
で
す

な
お


集
ま

た
募
金
に
つ
き
ま
し

て
は
一
部
を
自
民
党
令
和
６

年
能
登
半
島
地
震
被
災
者
支

援
募
金
に
協
力
す
る
と
と
も

に

残
額
は
石
川
県
東
京
事

務
所
に
直
接
お
届
け
い
た
し

ま
し
た


　
さ
て

去
る
５
月

日


都
中
建
は
第
５

２
回
通
常
総
会

を
Ｋ
Ｋ
Ｒ
ホ
テ

ル
東
京
に
て
開

催
い
た
し
ま
し

た

総
会
に
お

い
て
は
令
和
５

年
度
の
事
業
報
告
及
び
令
和

６
年
度
の
事
業
計
画
が
満
場

一
致
に
て
採
択
さ
れ
ま
し

た


　
令
和
５
年
度
は

働
き
方

改
革
関
連
法
に
よ
る
時
間
外

労
働
の
罰
則
付
き
上
限
規
制

の
建
設
業
へ
の
適
用
に
向

け

対
応
策
の
検
討

講
習

会
の
実
施

要
望
活
動
に
力

を
入
れ
て
活
動
い
た
し
ま
し

た
ま
た
関
係
機
関
等
へ
の

提
案
要
望
及
び
意
見
交
換


関
係
団
体
と
の
協
定
締
結
に

よ
る
防
災
体
制
強
化
の
ほ

か
担
い
手
の
確
保
育
成


定
着
の
た
め
の
活
動
な
ど
も

積
極
的
に
行

て
ま
い
り
ま

し
た


　
今
年
度
は

い
よ
い
よ
時

間
外
労
働
の
上
限
規
制
が
適

用
さ
れ

建
設

業
に
と

て

は

﹁
働
き
方

改
革
元
年
﹂
と

な
り

私
た
ち

に
と

て
ま
さ

に
正
念
場
を
迎

え
て
お
り
ま
す


　
実
情
に
沿
わ
な
い
作
業
代

価

書
類
の
削
減

人
手
不

足
な
ど
引
き
続
き
問
題
は
山

積
し
て
は
お
り
ま
す
が

私

た
ち
は
着
実
に
改
革
を
推
進

し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま

す


　
具
体
的
に
は

中
小
建
設

会
社
と
し
て
の
視
点
で
発
注

者
に
対
し
て
現
場
の
実
態
を

伝
え

同
時
に
提
案
と
継
続

的
な
意
見
交
換
を
引
き
続
き

行

て
ま
い
り
ま
す


　
ま
た

こ
れ
ま
で
も
積
極

的
な
対
応
に
努
め
て
ま
い
り

ま
し
た
人
材
の
確
保
や
育
成

に
つ
い
て
も
求
職
者
に
対
す

る
積
極
的
な
ア
プ
ロ

チ
や

研
修
の
充
実
等
に
努
め
る
な

ど

引
き
続
き
全
力
で
取
り

組
ん
で
ま
い
り
ま
す


　
中
小
建
設
会
社
の
﹁
地
域

の
守
り
手
﹂
と
し
て
の
役
割

を
存
分
に
発
揮
す
る
た
め


都
中
建
は
会
員
企
業
の
み
な

さ
ま
の
声
を
反
映
し
な
が
ら

協
会
一
丸
と
な

て
事
業
の

着
実
な
実
施
に
取
り
組
ん
で

ま
い
り
ま
す
の
で

よ
り
一

層
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お

願
い
申
し
上
げ
ま
す


　
東
京
都
中
小
建
設
業
協
会

︵
渡
邊
裕
之
会
長
︶
は
５
月


日

東
京
都
千
代
田
区
の

Ｋ
Ｋ
Ｒ
ホ
テ
ル
東
京
で
第


回
通
常
総
会
を
開
き

渡
邊

会
長
を
再
任
し
た
ほ
か

令

和
６
年
度
の
事
業
計
画
や
収

支
予
算
を
承
認
し
た

今
期

は
改
選
期
で
渡
邊
体
制
２
期

目
が
ス
タ

ト
し
た


　
今
年
度
事
業
計
画
で
は


▽
防
災
対
策
▽
担
い
手
の
確

保
・
育
成
・
定
着
▽
環
境
問

題
へ
の
対
応
▽
経
営
改
善
▽

会
員
増
強
｜
の
５
項
目
を
重

点
事
項
と
し
た


　
ま
た
時
間
外
労
働
の
上
限

規
制
が
４
月
か
ら
適
用
さ

れ

建
設
業
に
と

て
﹁
働

き
方
改
革
元
年
﹂
と
な
る
今

年
は

中
小
建
設
会
社
に
と


て

正
念
場
の
一
年
と
位

置
づ
け

具
体
的
な
提
案
と

継
続
的
な
意
見
交
換
を
行


て
い
く
と
し
た


　
渡
邊
会
長
は

時
間
外
労

働
の
上
限
規
制
適
用
に
つ
い

て

﹁
建
設
業
特
有
の
勤
務

体
制
を
根
本
か
ら
見
直
さ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
大
き
な
変

革
で
あ
る
こ
と
か
ら

引
き

続
き
注
意
深
く
見
守
り
な
が

ら
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
﹂

と
し
た


　
一
方

今
年
元
旦
に
発
生

し
た
能
登
半
島
地
震
を
受

け

﹁
東
京
都
と
災
害
協
定

を
締
結
し
て
い
る
わ
れ
わ
れ

と
し
て
も
他
人
事
で
は
な

く

災
害
の
備
え
を
よ
り
一

層
具
体
的
に
進
め
て
い
く
必

要
が
あ
る
﹂と
し
た
う
え
で


﹁
し
か
し
現
状

防
災
体
制

が
手
薄
に
な

て
い
る
地
区

の
会
員
増
強
や
重
機
の
保
有

問
題

東
京
都
及
び
市
区
町

村
と
の
連
携
方
法
な
ど
多
く

の
課
題
が
あ
る

こ
れ
か
ら

が
生
き
残
り
を
か
け
た
第
一

ス
テ

プ
﹂
と
の
認
識
を
示

し
た


　
ま
た

令
和
６
年
度
都
中

建
会
長
表
彰
が
行
わ
れ

役

員
功
労
１
名

事
業
功
労
６

名

組
織
功
労
３
名

永
年

勤
続

名
が
表
彰
さ
れ
た


　
総
会
後
の
記
念
講
演
で

は
銀
行
員
出
身
の
落
語
家


参
遊
亭
　
遊
助
さ
ん
が

都

中
建
が
課
題
と
し
て
い
る
中

小
企
業
の
働
き
方
改
革
に
伴

う
さ
ま
ざ
ま
な
問
題
を
江
戸

時
代
に
落
と
し
込
ん
だ

創

作
落
語
を
披
露
し
た




新
入
会
員
紹
介

巧
技
と
信
用
重
ん
じ
る

㈱
ま
つ
も
と
コ

ポ

レ

シ

ン
東
京
支
店

執
行
役
員
東
京
支
店
長

櫻
井
　
俊
介

次
世
代
の
在
り
方
意
識

高
津
興
業
㈱

代
表
取
締
役高

津
　
将
弘

「建設業界セミナー」に
都中建が講師で参加

能
登
半
島
地
震
　
炊
き
出
し
ボ
ラ
ン
テ

ア

石川県に万円の寄付も

新入社員研修

仲間がいれば孤立しない学
生
の﹁
知
り
た
い
﹂こ
と
と

もしかしたら　
ミスマッチかも

再
就
職
へ
合
同
説
明
会

　 採 用 　
セミナー

企
業
の﹁
知

て
欲
し
い
﹂こ
と ２校で合同企業説明会

３団体合同
　イベント　

東京都中小建設業協会
東京建設工業協同組合

下水道メンテナンス協同組合

若
手
社
員

研

修

キ

リ
ア
ア

プ
へ
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▽
社
名
　
①
所
在
地
　
②
創
業
年
数
　
③
得
意
分
野

④
入
会
目
的
　
⑤
代
表
者
ひ
と
こ
と

︻
訂
正
︼
第
３
４
１
号

新
入

会
員
紹
介
の
記
事
で

㈱
朝
日

東
京
営
業
所
様
の
挨
拶
文
で


寄
稿
者
名
を
﹁
東
京
営
業
所
長

　
安
達
　
弘
﹂
様
と
誤

て
掲

載
し
ま
し
た

正
し
く
は


﹁
取
締
役
副
社
長
　
井
戸
　
圭

介
﹂
様
で
す

訂
正
し

お
詫

び
申
し
上
げ
ま
す


　
都
中
建
は
４
月

能
登
半
島
地

震
被
災
地
の
穴
水
町
で
炊
き
出
し

ボ
ラ
ン
テ

ア
を
行

た

２
時

間
で
配
食
が
終
了
好
評
だ

た


　
ま
た
７
月
に
は

会
員
企
業
か

ら
の
募
金
活
動
の
成
果
と
し
て


寄
付
金
﹁

万
円
﹂
を
石
川
県
東

京
事
務
所
に
届
け
た


　東京都中小建設業協会と東京建設工業協同組合、下水
道メンテナンス協同組合の３団体は、４月日から日
までの３日間、千代田区の東京学院ビルで「令和６年度
新入社員研修」を
開き、人が参加
した。
　冒頭、都中建の
渡邊裕之会長があ
いさつ、▷現場の
１日▷工程・安全
管理▷原価管理▷
設計図書など建
設業の基本につい
て学んだ。

　
都
中
建
は
６
月
７
日

文
京
区

の
全
水
道
会
館
で

﹁
三
団
体
合

同
・
若
手
社
員
研
修
﹂を
開
い
た


入
社
４
年
か
ら
６
年
目
程
度
の
社

員
を
対
象
に

成
長
実
感
や
モ
チ

ベ

シ

ン
回
復
に
よ
る
人
材
定

着
が
目
的

具
体
的
に
は

次
世

代
リ

ダ

に
求
め
ら
れ
る
役
割

意
識
や
チ

ム
に
貢
献
す
る
た
め

の
ス
キ
ル
や
考
え
方
を
学
ん
で
も

ら
う


人
が
参
加
し
た


　建設業界と政府、自治体、経済界が
連携する建設現場の「土日一斉閉所」
取り組みも始まった。＊なおデータを
ご希望の方は、info@tochuken.or.jpま
でご連絡ください。

　
都
中
建
は

東
京
し
ご
と
財
団

と
連
携
し
て
今
年
２
月

再
就
職

へ
向
け
た
マ

チ
ン
グ
支
援
と
し

て
合
同
面
接
会
を

三
鷹
市
の
三

鷹
産
業
プ
ラ
ザ
で
開
い
た


　
そ
の
結
果

合
同
面
接
会
を
経

て
会
員
企
業
へ
１
名
の
就
職
が
決

定
し
た


　
東
京
都
中
小
建
設
業
協
会

は

２
月
と
７
月
の
２
回

﹁
都
中
建
・
採
用
セ
ミ
ナ

﹂

を
開
い
た

縮
む
労
働
力

︵
生
産
年
齢
人
口
︶に
よ

て

人
材
確
保
の
課
題
に
悩
む


会
員
企
業
の
人
事
担
当
者
を

対
象
に
し
た
交
流
型
セ
ミ
ナ



セ
ミ
ナ

後
の
ア
ン
ケ


ト
で
は
﹁
他
社
も
想
像
以

上
に
苦
労
し
て
い
る
こ
と
を

感
じ
た
﹂
な
ど
中
小
建
設
会

社
の
人
材
採
用
の
厳
し
さ
を

改
め
て
参
加
者
が
共
有
し

た


　
初
回
の
２
月
セ
ミ
ナ


は

﹁
は
じ
め
の
一
歩
を
一

緒
に
考
え
る
﹂
と
し
て
﹁
こ

れ
ま
で
の
採
用
方
法
に
と
ら

わ
れ
な
い
　
会
社
ご
と
に
違

う
魅
力
を
伝
え
る

新
・
採

用
戦
略

﹂
を
テ

マ
に
掲

げ
た
講
師
は
２
回
と
も
に


グ

ド
ニ


ス
執
行
役
員

の
和
久
義
忠
氏
が
務
め
た


　
ま
た
７
月
セ
ミ
ナ

で

は

﹁
そ
の
考
え
を
学
生
目

線
？
学
生
が
知
り
た
い
企
業

の
コ
ト
？
新
入
社
員
の
リ
ア

ル
な
声
﹂
と
題
し

知
り
た

い
こ
と
と

知

て
欲
し
い

こ
と
の
ミ
ス
マ

チ
を
取
り

上
げ
た


　都中建は、日本工学院八王
子専門学校と、日本工学院専
門学校蒲田校で令和６年度合
同企業説明会を開いた写
真。
　４月日に開かれた八王子
の説明会では建築学科４年、
建築設計科２年、土木・造園
科２年の学生を対象に、中小
建設業の役割や仕事の内容な
どを説明。６月日に開いた
蒲田校の説明会でも建築学科
４年と建築設計科２年の学生
に建設業の魅力を伝えた。
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入札契約制度改革

働き方改革の推進「生産性向
上に向けた提出書類・検査
類の簡素化と書類作成期間」

東京都への入札契約制度に関する要望への回答

会　報　都　中　建（　　） 第３４２号 ２０２４年（令和６年）９月１日　（日曜日）

　書類の削減・簡素化について、東京都で
もさまざまな取り組みがされていますが、

〈地場業者の受注機会の確保〉
　東京都では、都外に本店があり都内に支
店・営業所を置く事業者も入札に参加し、工
事契約が可能ですが、このことが、都内に本
店のある中小企業（地場業者）の受注機会減
少、経営状況の悪化を招いております。
　私ども地場業者は、東京都をはじめとす
る行政機関との協定に基づき、有事の際に
速やかに初動対応を行うべく日ごろから備
えております。防災体制強化の観点から、
入札参加資格について以下の検討をお願い
します。
・入札可能業者の限定
・入札参加者指名基準における指名方法

【回答・地場企業の受注機会確保】
　財務局発注契約では、より多くの企業に広く
受注機会を与えること、競争性を確保するとい
った基本的な考え方があるため、都内に本店が
ある業者のみを入札参加条件とすることは困難
と考えています。
　一方、総合評価方式において、選択項目であ
る、「地域内における本店または営業所在地の
実績点」として、施工場所の属する区市町村及
びそれに隣接する区市町村に都と契約する本店
または営業所がある事業者を加点することで、
地域性を評価しています。
　入札参加指名基準の指名方法ですが、財務局
発注の契約では、指名基準に基づき、地域性や
専業性、施工成績等を総合的に判断して指名し
ています。なお実際の選定時には、地域事業者
の受注機会の確保を図る観点から、主に地域性
のほか、落札回数や指名回数等を重視した選定
を行っております。
　さらに、都では良質な工事施工を確保すると
いう観点から、成績評定において点以上取得
したものに対して、優良点を取得した契約案件
における業種と同一の業種を対象として、１年
間、指名する際に他の者に優先して指名するこ
とができるとしています。

〈共同企業体工事〉
・共同企業体工事については、中小企業の受
注機会の確保と工事実績の確保のために、
建築工事６億円以上、土木工事５億円以上
の工事発注に関して、改革前のＪＶ結成義
務化へ戻していただきたい。現行制度では、
中小企業を含む〝実績のある〟企業のみ受注
機会の確保が可能であり、実績の少ない企
業は参入ができない状況になっています。

【回答・共同企業体】
　大規模工事における入札参加者の増加と競争
性の向上を図るため、ＪＶ結成義務を撤廃し、
混合入札を導入しました。応札状況を見ると、
希望者数について、改革前の平均．者に対し、
本格実施後は年々増え、昨年度は平均．者と
なっています。
　一方、ＪＶの結成は、中小企業における技術
研鑽の重要な機会と認識。総合評価方式でＪＶ
を結成する場合、単独項目での加点とし、加点
幅を倍に引き上げました。その結果、中小企業

の受注状況は金額ベースで、改革前の約３割か
ら、昨年度は５割以上へ増加しました。

・「技術者育成モデルＪＶ工事」は、中小
企業の技術力研鑽機会を創出し、技術力の
確保・向上を図る観点で、入札参加条件と
して、第一順位企業を大企業だけに限定せ
ずに、該当業種Ａ格付企業（都内本店中小

企業を含む）を追加していただきたい。
・昨今、ＪＶ結成義務を撤廃し、単体企業
のほかＪＶも入札に参加できる「混合入札」
の件数が増えていますが、現行制度では、
地場の中小企業は受注機会を得ることがで
きていません。現在、「東京都技術実績評
価型総合評価方式」で「都内中小企業との
共同企業体結成の実績点」として１点加算
されていますが、都内中小企業同士の企業
体には、２点以上の加算をお願いしたい。

【回答・技術者育成モデルＪＶ】
　大企業と中小企業によるＪＶ結成を入札参加
条件とすることで、中小企業が大企業から技術
等を学ぶ機会を創出することを目的として、技
術者育成モデルＪＶ工事を試行しています。モ
デル工事に参画した企業からは、ＩＣＴ建設機
械による施工や工程管理ソフトによる情報共有
など、先端技術や生産性向上につながる取り組
みを学ぶ機会になったなど成果が報告されてお
り、一定の成果が得られているものと認識して
います。今後、モデル工事の効果や課題につい
て検証を行っていきます。
　総合評価方式は、各企業及び技術者の施工能
力を重視し、評価を行う制度です。品質確保を
図るという制度趣旨を踏まえ、社会性の項目に
配点を増やすことについては、施工能力の評価
とのバランスを考慮しつつ、慎重に判断してい
きます。

〈総合評価方式における課題〉
　現行の制度に対し、入札参加意欲がなく
なるなど改善を求める声が多数あるため、
以下の事項について検討をお願いしたい。

・「過去の工事成績評定」の評価対象が、
都発注工事のみとされており、また、実績
点以外の技術点での加点が少ないため、実
績のない企業は受注が困難となっていま
す。現状、実績のある限られた企業が順番
に工事を落札しており、その他の企業が落
札することはほぼ不可能です。

　多くの企業が受注機会を得られるよう、
事務所発注工事では総合評価方式の割合を
減らし、財務局発注工事は総合評価方式を
柱とすることで、事務所工事で経験と実績
を積んだ地場業者が、総合評価に臨める流
れをつくっていただきたい。（図紙面右上）

【回答・総合評価の課題】
　同方式は確実な履行や品質の確保が期待でき
る反面、実績を有する事業者が技術点において
有利となり得る面もあるため、新規の事業者で
あっても参入しやすい競争入札とのバランスに
配慮しながら適用しています。いただいたご意
見につきましては、工事発注の関係部署に申し
伝えさせていただきます。

・基準価格および特別基準価格の設定は、調
査基準価格を下回った技術点の高い業者が
失格にならないという利点はありますが、
一方で、技術点が高ければ多少基準価格よ
り下回っても落札可能なため、技術点の高
い企業は、落札するために制度改定前より
も価格を下げることもあります。特別基準
価格の廃止、基準価格を下回った場合に価
格点の大幅減点など改善を要望します。

【回答・基準価格見直し】
　基準価格を僅かに下回る入札金額であった場
合に限って落札となる可能性があるということ
で想定をしました。価格の算定式見直しによる
ダンピング効果はしっかりその機能を果たして
おります。

・「配置予定技術者の実績点」は、同種工
事で実績のある技術者を登用し続けること
につながり、若手技術者の育成が阻害され
るだけでなく、人材が限られている中小企
業では、特定の技術者疲弊につながります。

【回答・配置予定技術者】
　工事の品質確保の観点から、当該工事の施工
に直接関わる配置予定技術者の評価は重要であ
ると認識しております。一方で、将来にわたる
社会資本の品質確保と機能の　維持を図るため
には、これまで以上に若手技術者を育成してい
くことも重要であると認識しております。
　そこで、都では、平成年度から総合評価方
式で、歳以下の若手技術者を配置予定とした
場合、例えば技術実績評価型では、「配置予定
技術者の実績点」として最大１点を加点してい
ます。

・総合評価方式は、過去の工事実績や成績
評定の比重が高い一方で、現場における工
事成績評定の方法が担当者によって大きな
差があると言われ、評価内容に疑問と不公
平感が生まれています。評価の透明性や公
平性を確保できるよう、成績評定において
は曖昧さをなくした客観的な基準を設けて
いただきたい。（図紙面左下）

【回答・成績評定】
　工事成績評定は、複数の監督員及び検査員が
評価を行っています。各評価項目の遂行が、積
極的かつ適切に行われた場合に「優良」とする
一方、不適切な事項があった場合には書面によ
り改善を促し、それでも改善されない場合には
「不備」または「減点評価」を行うこととして
います。検査員も同様に、具体的な評価対象項
目に沿って、評定を行っています。引き続き制
度の周知を図り、工事成績評定が公平に行われ
るよう努めていきます。

都中建調べ（参考：入札情報サービス）

＊４面へつづく



東京都への入札契約制度に関する要望への回答

公共工事の前払金に
おける支払限度額撤廃

会　報　都　中　建 （　　）第３４２号２０２４年（令和６年）９月１日　（日曜日）

現状、建設業における生産性向上・働き方
改革の推進に寄与するほどの成果は出てい
ないと言えます。今年４月から時間外労働
の上限規制が適用されていることを踏ま
え、以下の項目について検討をお願いした
い。
・時間外労働の削減には、書類の削減・簡
素化（特に検査書類）は不可欠であり、現
状から大幅な削減を要望します。これらの
検討にあたって、国土交通省関東地方整備
局で策定している『土木工事電子書類スリ
ム化ガイド』に準じて進めていただきたい。
　なお、建設局で運用する行政手続きのデ
ジタル化である工事情報共有システム（Ａ
ＳＰ）、は、一定の時間短縮に寄与はするが、
書類の量自体が減らなければ書類の簡素化
には直結せず、かえって現場担当者の負担
が増えていることもご理解いただきたい。

【回答・働き方改革】
　工事書類の削減につきましては、国との違い
にも留意しつつ、品質確保の観点を踏まえ、関係
部署と情報共有して検討を進めています。

・検査について国土交通省と東京都を比較
すると、仕様書における「検査内容」につい
ての記載内容は同一ですが、実際の検査の
方法には大きな違いがあります。
　仕様書に則った検査であれば、出来形に
ついては国と同様に、成果表と写真のみの
確認で十分であると考えますが、実際には
実施施工数量を確認する検査が行われてい
ます。仕様書の「検査内容」には「（略）工事目
的物を対象として契約図書と対比し、次に
掲げる検査を行うものとする。」とあり、こ
の「契約図書」とは契約書及び設計図書を指
します。さらに「設計図書」とは「仕様書、図
面及び入札参加者が質問受付時に提出した
契約条件等に関する質問に対して発注者が
回答する質問回答書をいう。」とあり、実施
施工出来高数量を確認するという記載はあ
りません。
　実施施工出来高数量を確認するために求
められる資料は、検査書類の中でも大きな
割合を占め、書類作成における負担となっ

ておりますので、書類削減の観点から検査
方法について見直しを検討いただきたい。

【回答・検査】
　検査における出来高数量の確認についてです
が、東京都土木工事標準仕様書の．．（）「検査
内容」には、「工事目的物を対象として契約図書
と対比し、次に掲げる検査を行うものとする」と
あります。
　次に掲げる検査として、「ア、工事の出来形に
ついて形状、寸法、精度、数量、品質及び出来栄え」
と定めているとおり、出来形に関する数量、すな
わち出来高数量を確認することとなっています。
　検査書類の削減については、国の検査体制や
検査方法との違いにも留意しつつ、関係部署と
情報共有して検討していきます。

・完了検査について、都では中間検査や既済
部分検査で確認した内容も含めた全体が検
査対象となっていますが、国の完成検査で
は「中間技術検査で確認した出来形部分に
ついては、完成検査、既済（完済を含む）部分
検査時の確認を省略することができる」と
基準が定められています。
国と同様の検査内容にすることで、重複確
認が解消され、受発注者双方の負担軽減も
図られますので、検討いただきたい。

【回答・完了検査】
　検査の重複解消というご要望ですが、都で行
う中間検査は、完了検査時の無用な手戻りを防
止するほか、施工の基本的な考え方を再確認す
る場でもありまして、全体として効率的な検査
の実施に寄与しているものと考えています。

・現状の工期設定では、書類作成に圧迫され
多くの時間外労働が発生しております。国
土交通省は検査データの作成日数を考慮す
るよう指針を改定しており、今年度建設局
では書類作成期間を設けていただきまして
感謝申し上げます。しかし、書類作成期間の
申請には書類提出が必要で、書類が増えて
しまう。また、期間延長分の経費は計上でき
ないため、こうした場合の経費についても
併せてご検討いただきたい。
・建設業界が真に働き方改革を実現するに
は、１日の労働時間が書類作成も含めて法
定労働時間内（８時間）で完結しなければ
なりません。そのために、１日の施工サイ

クル（作業代価の見直し）の
検討をしていただきたい。
【回答・書類作成】
　書類作成期間の取り組みに関する要望につい
ては、所管する部署に申し伝えたいと思います。
　また、書類作成に関する費用と期間に関して
ですが、品確法では、適正な予定価格や適切な
工期の設定は発注者の責務と定めており、積算
基準に基づき、工事書類の作成に伴う費用につ
いては、現場管理費として計上しています。ま
た、工期については、書類作成期間を見込み、
設定をしています。引き続き、適正な予定価格
と工期の設定に努めていきます。

　公共工事の前払金は、「４割を超えない
範囲内で前払金をすることができる」旨、地
方自治法施行規則に規定されていますが、
東京都では、億円未満の工事では．億
円に、億円以上の工事では１割に制限し
ており、現在の支払限度額は年にわたり
引き上げがされていません。前払金支払限
度額を撤廃していただきたい。
　なお、市区町村では都よりも低い限度額
設定の自治体もあり、東京都が限度額を撤
廃することで、市区町村の一律％の前払
金支出促進になることを期待する。
　加えて、東京都が取り組んでいるペーパ
ーレス化対象の「前払金保証」と「契約保
証」の保証証書についても電子保証の導入
をお願いいたします。国では令和４年５月
よりこれら電子保証が導入されています。

【回答・前払金】
　国などの前払金制度は、支払限度額は設けて
おりませんが、それぞれの年度の出来高予定額
に対する前払金を、年度ごとに分割して支払う
ものです。一方、都の前払金制度は、一定額以
上の請負金額については支払限度額を設けてい
るものの、契約金額総額に対する前払金を、契
約時に一括して支払うものです。これは工事着
手時の大きな資金需要により対応しやすい制度
であると考えております。また、保証証書の電
子化についてですが、現在、都で進めている契
約支出事務のデジタル化の進捗状況や、損害保
険会社の対応状況などを踏まえながら、実施に
向けて調整を進めていきます。
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